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第１章計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨  

 

「第４期上里町障害福祉計画」（以下、「本計画」という。）は、「障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律」（以下、「障害者総合支援法」という。）の「全て

の国民が、障害の有無にかかわらず等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊

重されるものである」との理念を実現するため、障害者総合支援法第８８条に基づき、国の定

める基本指針（平成１８年厚生労働省告示第３９５号：平成２６年５月１５日改正）（以下、

「基本指針」という。）に即し、地域において必要な「障害福祉サービス」及び「相談支援」

ならびに「地域生活支援事業」の各種サービスが計画的に提供されるよう、平成２９年度にお

ける障害福祉サービスに関する数値目標の設定及び各年度のサービス需要を見込むとともに、

サービスの提供体制の確保や推進のための取り組みを定めるものです。 

 

２ 計画の位置付け 

 

（１）本計画の位置づけ 

本計画は、障害者総合支援法に基づく「市町村障害福祉計画」として策定するものです。 

 

（２）他の計画との関係 

本計画は、国及び埼玉県の計画との整合性を図りながら、上里町基本計画に即した「上里町

地域福祉計画」及び、「上里町障害者計画(障害者基本法に基づく市町村障害者計画)」との整

合を考慮し、策定するものです。 

 

３ 計画の対象者 

 

この計画の対象となる「障害者」とは、障害者総合支援法第４条に規定された、「身体障害

者福祉法第四条に規定する身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち十八歳以上

である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第五条に規定する精神障害者（発達障

害者支援法（平成十六年法律第百六十七号）第二条第二項に規定する発達障害者を含み、知的

障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のうち十八歳以上であ

る者並びに治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものに

よる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であって十八歳以上であるものをいい

ます。」また「障害児」とは、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児をいいます。 

 

 



４ 計画の期間 

 

市町村障害福祉計画は３年ごとの計画策定が基本指針により定められています。このため、本

計画の計画期間は、平成２７年度から平成２９年度までの３年間としています。 

 

５ 計画期間中の見直しについて 

 

わが国は、平成２６年１月に「障害者の権利に関する条約」を批准し、条約の締約国となりま

した。この条約の批准までには、障害者基本法や障害者総合支援法の改正、及び障害者差別解消

法の制定など国内法令の整備が行われてきましたが、これからも障害者権利条約の完全実施に向

けて、新たな制度改革や取り組みが一層進められていく予定です。このような動向も踏まえ、必

要に応じて計画期間中においても本計画の見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第２章 障害福祉サービス等の数値目標及び見込量 

１ 障害福祉サービスに関する数値目標 

 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

 国の基本方針では、平成２９年度末に平成２５年度末時点の施設入所者数の１２％以上が地域

生活へ移行すること、施設入所者数の４％以上を削減することを基本としています。 

 埼玉県では、地域生活移行者数は国と同様１２％以上としますが、施設入所者数の削減につい

ては、数値目標は設定しないとしています。本町においても同様とし、「平成２９年度末の入所

者数」、「削減見込」は設定しません。 

項 目 数 値 考 え 方 

平成２５年度末時点の入所者数（Ａ） ２６人
○平成２５年度末時点の施設入所者数 

平成２９年度末の入所者数（Ｂ） ２６人
○平成２９年度末時点の利用人員（見込

量） 

【目標値】 

削減見込（Ａ－Ｂ） 

―人 

―％ 

○入所の必要があるため、削減を見込め

ない。 

【目標値】 

地域生活移行者数 
３人 

○施設入所からグループホーム等へ移行

する人の数 

 

 

 

（２）福祉施設から一般就労への移行 

 国の基本方針では、平成２４年度の一般就労への移行実績の２倍以上を基本としています。埼

玉県では、３割以上増やすことを基本としています。本町は、２倍増やし１人増と設定します。 

項 目 数 値 考 え 方 

平成２４年度の一般就労移行者数 １人 
○平成２４年度において福祉施設を退所

し、一般就労した人の数 

【目標値】平成２９年度の一般就労

移行者数 

２人 

(２倍)

○平成２９年度において福祉施設を退所

し、一般就労する人の数 

【目標値】平成２９年度の就労移行

支援事業所利用者人数 
７人 

○平成２９年度において就労支援事業所

を利用する人の数 

【目標値】平成２９年度の就労移行

率３割以上の就労移行支援事業所の

割合 

５０％

○平成２９年度において町内の就労移行

率３割以上の就労移行支援事業所の割

合 

 
 



２ 障害福祉サービスに関する各サービスの見込量  

 

（１）訪問系サービス（在宅生活への支援） 

 在宅生活を支援するサービスとして、「居宅介護(ホームヘルプ)」、「重度訪問介護」、「同行

援護」、「行動援護」、「重度障害者等包括支援」があります。給付実績、推計値については次の

とおりです。 

サービス名 給付の種類 内容 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自立支援給付 

（介護給付） 

自宅にヘルパーを派遣し、入浴、排泄、食事などの

身体介護、食事の支度、居室の清掃などの家事援助、

通院などの移動介護を行うサービスです。 

重度訪問介護 
自立支援給付 

（介護給付） 

常時介護を必要とする重度の肢体不自由障害者、重

度の知的・精神障害者を対象に、自宅にヘルパーを

派遣し、入浴、排泄、食事などの身体介護、食事の

支度、居室の清掃などの家事援助、外出時の移動介

護などを総合的に行います。 

同行支援 
自立支援給付 

（介護給付） 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障がい

のある人を対象に、外出時において、当該障害者に

同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移

動の援護など外出先において必要な視覚的情報の支

援（代筆・代読を含む。）排せつ・食事の介護その

他外出する際に必要となる援助を行います。 

行動援護 
自立支援給付 

（介護給付） 

知的障害や精神障害によって常に介助を必要とする

方に、行動する際に生じる危険を回避するために必

要な援護や外出時の移動介護などを行います。 

重度障害者等 

包括支援 

自立支援給付 

（介護給付） 

介護の必要性が著しく高い人に居宅介護をはじめと

する複数のサービスを包括的に行います。 

 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 22人 23人 23人  24人  25人  26人 

月の利用時間 185時間 155時間 163時間 192時間 200時間 208時間 

 

 



【見込量・確保の方策】 

平成26年度利用実績見込みは、平成26年３月から１１月までの利用実績から推計した人数、時間

から利用量を勘案し、平均利用日数を乗じて設定しています。平成27年度以降、利用時間は25年度

の１人当たりの利用時間とヘルパーを１回プラスしたことを見込み、利用時間を見込みます。 

・平成25年度の１人当たり利用時間 

時間 １,８０６時間÷１２月≒１５５（時間/月） 

１人あたり見込み時間 １５５時間÷２３人≒６,７４（時間/月）＋ヘルパー１回分（１～１，５時間） 

≒１人あたり ８（時間/月） 

確保の方策は民間事業者により確保を図ります。また、重度障害者等包括支援については、ケア

マネジメント、２４時間対応などのサービスを提供できる事業者の確保を図ります。 

 

 

（２）日中活動系サービス（日中活動への支援） 

日中活動を支援するサービスとして、「生活介護」、「自立訓練」、「就労移行支援」、「就労

継続支援(Ａ型)」、「就労継続支援(Ｂ型)」、「療養介護」、「短期入所」があります。各サービ

スの内容と給付実績、推計値については次のとおりです。 

 

□生活介護 

サービス名 給付の種類 内容 

生活介護 
自立支援給付 

（介護給付） 

常に介護を必要とする人に、主に日中障害者支援施

設などで食事や入浴、排泄などの介護や生活上の支

援、創作的活動や生産活動の機会を提供します。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 54人  56人  57人  58人  59人  60人 

延べ利用日数（人日） 1,179人日 1,187人日 1,229人日 1,276人日 1,298人日 1,320人日 

【見込量・確保の方策】 

平成２７年度の見込み量は、平成２４年度から２６年度の実績を勘案し、設定します。利用者数

は各年度で１人の増加を見込み、１月あたりの利用日数は、利用の上限が「原則の日数（各月の日

数から８日を控除した日数）」とされていることから、１人あたり２２日として設定します。 

※ 延べ利用日数（人日）＝利用者数×２２日 

確保の方策は専門的な技術を持つ民間事業者による適切なサービスの確保を図ります。 

 



□自立訓練（機能訓練） 

サービス名 給付の種類 内容 

自立訓練 
自立支援給付 

(機能訓練） 

地域生活を営む上で必要となる身体機能・生活能

力の維持・向上のための訓練などを一定期間(18

ヶ月以内)行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数   １人   ２人   ０人   １人   １人   １人 

延べ利用日数（人日）  １人日 ２０人日  ０人日 ２２人日 ２２人日 ２２人日 

【見込量・確保の方策】 

 過去の利用実績をもとに設定します。１月あたりの利用日数は、利用の上限が「原則の日数（各

月の日数から８日を控除した日数）」とされていることから、１人あたり２２日として設定します。 

※ 延べ利用日数（人日）＝利用者数×２２日 

確保の方策は専門的な技術を持つ民間事業者による適切なサービスの確保を図ります。 

 

 

□自立訓練（生活訓練） 

サービス名 給付の種類 内容 

自立訓練 
自立訓練給付 

（生活訓練） 

地域生活を営む上で必要となる生活能力の維持・

向上のための訓練などを一定期間(18ヶ月以内)行

います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数   ０人   ０人   ０人   ０人   ０人   １人 

延べ利用日数（人日）  ０人日  ０人日  ０人日  ０人日  ０人日 ２２人日 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度は利用者がいませんでした。平成２７、２８年度は現状のまま推移し，

平成２９年度に１人の利用者を見込みます。１月あたりの利用日数は、利用の上限が「原則の日数

（各月の日数から８日を控除した日数）」とされていることから、１人あたり２２日として設定し

ます。 

※ 延べ利用日数（人日）＝利用者数×２２日 

確保の方策は専門的な技術を持つ民間事業者による適切なサービスの確保を図ります。 

 



□就労移行支援 

サービス名 給付の種類 内容 

就労移行支援 
自立支援給付 

（訓練等給付） 

一定期間（２４ヶ月以内）、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数   ３人   ３人   ４人   ５人   ６人   ７人 

延べ利用日数（人日） ３５人日 ６１人日 ４７人日 １１０人日 １３２人日 １５４人日

【見込量・確保の方策】 

 過去の利用実績をもとに設定します。１月あたりの利用日数は、利用の上限が「原則の日数（各

月の日数から８日を控除した日数）」とされていることから、１人あたり２２日として設定します。 

※ 延べ利用日数（人日）＝利用者数×２２日 

確保の方策は専門的な技術を持つ民間事業者による適切なサービスの確保を図ります。 

 

 

□就労継続支援（A型） 

サービス名 給付の種類 内容 

就労継続支援(Ａ型) 
自立支援給付 

(訓練等給付) 

雇用契約に基づいた就労の機会を提供し、就労に

必要な知識及び能力の向上のための訓練を行いま

す。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数   ０人   ０人   １人   １人   １人   １人 

延べ利用日数（人日）  ０人日  ０人日 １９人日 ２２人日 ２２人日 ２２人日 

【見込量・確保の方策】 

過去の利用実績をもとに設定します。１月あたりの利用日数は、利用の上限が「原則の日数（各

月の日数から８日を控除した日数）」とされていることから、１人あたり２２日として設定します。 

※ 延べ利用日数（人日）＝利用者数×２２日 

確保の方策は専門的な技術を持つ民間事業者による適切なサービスの確保を図ります。 

 

 



□就労継続支援（B型） 

サービス名 給付の種類 内容 

就労継続支援(Ｂ型) 
自立支援給付 

(訓練等給付) 

雇用契約は結ばない就労の機会を提供し、就労に

必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を

行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数  ３１人  ３２人  ３６人  ４１人  ４５人  ４９人 

延べ利用日数（人日） ６１７人日 ５６０人日 ６９４人日 ９０２人日 ９９０人日 1，078人日 

【見込量・確保の方策】 

平成２７年度の見込み量は、平成２４年度から２６年度の実績を勘案し、設定します。利用者数

は各年度で４人の増加を見込み、１月あたりの利用日数は、利用の上限が「原則の日数（各月の日

数から８日を控除した日数）」とされていることから、１人あたり２２日として設定します。 

※ 延べ利用日数（人日）＝利用者数×２２日 

確保の方策は専門的な技術を持つ民間事業者による適切なサービスの確保を図ります。 

 

 

□療養介護 

サービス名 給付の種類 内容 

療養介護 
自立支援給付 

(介護給付) 

医療と常時介護を必要とする方に、病院などの施

設で医学的管理の下に、食事や入浴、排泄などの

介護や日常生活上の相談支援、機能訓練などを行

います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数   ３人   ３人   ３人   ３人   ３人   ３人 

【見込量・確保の方策】 

 利用実績（現に利用している人の数）等から利用者数の見込みを設定します。 

確保の方策はサービスの提供をしている民間事業者に対して、可能な支援を行います。 

 

 

 



□短期入所 

サービス名 給付の種類 内容 

短期入所 
自立支援給付 

(介護給付) 

介護者が病気などの理由で一時的に障害のある人

(児)の介護ができない場合、施設に宿泊して入浴

や排泄、食事の介護など日常生活上の支援を行い

ます。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数   ８人   ９人   ８人  １０人  １０人  １０人 

延べ利用日数（人日） ９９人日 １０４人日 １００人日 １３０人日 １３０人日 １３０人日

【見込量・確保の方策】 

利用実績（現に利用している人の数）等から利用者数の見込みを設定します。 

※延べ利用日数（人日）＝利用者数×１３日 

確保の方策はサービスの提供をしている民間事業者に対して、可能な支援を行います。 

相談新事業所と連携をとり、情報提供に努めます。 

 

 

（３）住居系サービス（居住の場への支援） 

□共同生活援助（グループホーム） 

サービス名 給付の種類 内容 

共同生活援助 

(グループホーム) 

自立支援給付 

(介護給付) 

主として夜間において、共同生活を営むべき住居

において相談、入浴、排せつまた食事の介護その

他の日常の生活支援を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数  ２０人  ２２人  ２４人  ２６人  ２８人  ３０人 

【見込量・確保の方策】 

平成２６年度から共同生活介護（ケアホーム）と一元化されたことから、平成２７年度以降の推

計見込量は平成２４年度から平成２６年度までの共同生活援助（グループホーム）及び平成２５年

度までの共同生活介護（ケアホーム）の実績をもとに見込みを設定します。 

確保の方策は生活ホームからの移行を支援したり、地域移行後の居所としてのグループホームの

新設を支援します。 



□施設入所支援 

サービス名 給付の種類 内容 

施設入所支援 
自立支援給付 

(介護給付) 

夜間に介護が必要な人や自立訓練･就労移支援を

利用している障害のある人で単身の生活が困難な

方及び通所が困難な方に夜間の居住の場を提供

し、日常生活上の支援を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数  ２３人  ２６人  ２６人  ２６人  ２６人  ２６人 

【見込量・確保の方策】 

 平成２６年度実績見込みの施設入所者数を現状の数として、その数が継続することを見込みとし

ます。 

確保の方策としてはより多くの待機者が入所できるよう、民間事業者に体制の充実を促していき

ます。 

 

 

（４）相談支援 

  計画的な支援を必要とする方を対象に相談支援を行います。サービスの内容と給付実績、推

計値については次のとおりです。 

□相談支援 

サービス名 給付の種類 内容 

計画相談支援 計画相談支援給付費 
サービス等利用計画案の作成、サービス事業者等と

の連絡調整を行います。 

地域移行支援 地域相談支援給付費 
住居の確保その他の地域における生活に移行する

ための活動に関する相談などを行います。 

地域定着支援 地域相談支援給付費 
常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生

じた緊急の事態に相談などの対処を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

計画相談支援   ２人 ４５人  ４８人  150人  150人  150人 

地域移行支援   ０人   ０人   ０人   １人   １人   １人 

地域定着支援   ０人   ０人   ０人   １人   １人   １人 



 

【見込量・確保の方策】 

 計画相談支援は、障害福祉サービス及び地域相談支援の利用者数等を勘案して、利用者数の見込

みを設定します。 

 地域移行支援は、施設入所者の地域生活への移行者数、入院中の精神障害者のうち地域生活への

移行後に地域移行支援の利用が見込まれる人の数等を勘案して、利用者数の見込みを設定します。 

 地域定着支援は、単身で生活している障害のある人や同居の家族から支援を受けられない障害の

ある人の数、地域生活への移行者数等を勘案して利用者数の見込みを設定します。 

確保の方策はサービスの提供をしている民間事業者に対して、可能な支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 地域生活支援事業に関する各サービスの見込量 

地域生活支援事業には「理解促進研修・啓発事業」、「自発的活動支援事業」、「相談支援事業」、

「成年後見制度利用支援事業」、「成年後見制度法人後見支援事業」、「意思疎通支援事業」、「日

常生活用具給付事業」、「移動支援事業」、「地域活動支援センター事業」等の必須事業と、市町

村が任意に行うことができる「任意事業」があります。各サービスの内容と給付実績、推計値につ

いては次のとおりです。 

 

□理解促進研修・啓発事業 

サービス名 内容 

理解促進研修 

・啓発事業 

障害者福祉に関する関係法令等の理解促進活動及び障害のある人等に対

する差別や偏見が生じないよう市民等の意識の高揚を図る啓発活動を行

います。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

理解促進研修・啓発

事業 
未実施 未実施 未実施 検討 検討 実施 

【見込量・確保の方策】 

 平成２９年度の実施を目指し、研修・啓発の事業を実施します。 

 確保の方策は本庄市、上里町、美里町、神川町との１市３町での共同開催など、開催の機会を作

ります。 

 

□自発的活動支援事業 

サービス名 内容 

自発的活動支援事業 

障害のある人等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよ

う、障害のある人やその家族、地域住民等による地域における自発的な取

組を支援することにより共生社会の実現を図ります。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

自発的活動支援事業 未実施 未実施 未実施 検討 検討 実施 

【見込量・確保の方策】 

 平成２９年度の実施を目指します。 

 確保の方策は多くの障害者やその家族、地域住民の自発的活動について、災害時要援護者などの

制度との連携をふまえ、実施団体等への委託・補助による支援の方法等を研究していきます。 



□相談支援事業 

サービス名 内容 

相談支援事業 

障害者や障害児の保護者のさまざまな相談に応じ、必要な情報の提供や

助言を行います。また、障害者等に対する虐待の防止や早期発見のため

の関係機関との連絡調整、権利擁護のための必要な援助を行います。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

障害者相談支援事

業 
３箇所 ３箇所 ３箇所 ３箇所 ３箇所 ３箇所 

基幹相談支援セン

ター 
未実施 未実施 未実施 検討 検討 実施 

基幹相談支援セン

ター等機能強化事

業 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

住宅入居等支援事

業 
未実施 未実施 未実施 検討 検討 実施 

【見込量・確保の方策】 

 障害者相談支援事業の実施箇所数は、現状通りを見込みます。基幹相談支援センター、住宅入居

等支援事業は、平成２９年度の実施を目指します。 

※相談支援事業所 

身体・障害者支援センターさわやか（友愛会） 

 知的・障害者支援センターさわやか（梨花の里） 

 精神・障害者生活支援センターみさと 

 

 確保の方策は障害者相談支援事業と相談支援機能強化事業に関して、本庄市、上里町、美里町、

神川町との１市３町での共同事業として委託により実施しており、引き続き同様に実施します。 

 基幹相談支援センターは、相談支援事業所の連絡会議や自立支援協議会の実施などを通して、地

域にあった基幹相談支援センターについて検討を重ね、平成２９年度の設置を目指します。 

 住宅入居等支援事業は、障害者相談支援事業、相談支援機能強化事業の中で実施することを目指

します。 

 



□成年後見制度利用支援事業 

サービス名 内容 

成年後見制度利用支

援事業 

成年後見制度の利用が必要と認められる障害のある人に対し、成年後見

制度の利用を支援することにより、その障害のある人の権利擁護を図り

ます。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

成年後見制度利用

支援事業 
０人/年 ０人/年 ０人/年 １人/年 １人/年 １人/年 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度は利用者がいませんでしたが、平成２７年度から利用者数を１人見込

みます。 

 確保の方策は障害福祉サービスを利用し、または利用しようとする知的障害者または精神障害者

に対し後見人報酬等必要となる経費を助成することにより、成年後見制度の利用を助成します。 

 

 

□成年後見制度法人後見支援事業 

サービス名 内容 

成年後見制度法人後

見支援事業 

成年後見制度における業務を適正に行うことができる法人を確保できる

体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を

支援することで、障害のある人の権利擁護を図ります。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

成年後見制度法人

後見支援事業 
未実施 未実施 未実施 検討 検討 実施 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度は利用者がいませんでした。平成２９年度の実施を見込みます。 

 確保の方策は市民後見人の育成、活用を含め、法人後見を支援します。 

 

 

 



□意思疎通支援事業 

サービス名 内容 

意思疎通支援事業 
聴覚及び音声又は言語機能に障害のある人の依頼に応じて、手話通訳者

及び要約筆記者の派遣を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

手話通訳者・要約筆

記者派遣事業 
１２０件 １５６件 １３７件 １４０件 １４０件  １４０件 

手話通訳者設置事

業 
未実施 未実施 未実施 検討 検討 実施 

【見込量・確保の方策】  

 手話通訳者・要約筆記者派遣事業は、平成２４年度から２６年度の実績をもとに利用量を見込み

ます。手話通訳者設置事業については、平成２９年に実施を見込みます。 

 確保の方策は県等が行う研修事業の情報提供を積極的に行います。 

手話通訳者派遣事業は、本庄市、上里町、美里町、神川町の１市３町の共同で行い、本庄市社会

福祉協議会へ委託することで安定した事業を実施します。 

 要約筆記者派遣事業は、埼玉県聴覚障害者情報センターへ委託することで確保します。 

 手話通訳者設置事業は、平成２９年度の実施に向けて検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



□日常生活用具給付等事業 

サービス名 内容 

日常生活用具給付等

事業 

障害者の日常生活の便宜を図るため、自立生活支援用具等の日常生活用

具を給付又は貸与を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

介護・訓練支援用   １件   １件   １件   ２件   ２件   ２件 

自立生活支援用 ６件   ７件   ６件   ７件   ７件   ７件 

在宅療養等支援用具   ２件   ２件   ２件   ３件   ３件   ３件 

情報・意思疎通支援

用具 
  １件   ２件   ０件   ２件   ２件   ２件 

排泄管理支援用具 ４０３件 ４７９件 ４５５件 ４７０件 ４８２件 ４９４件 

居宅生活動作補助用

具(住宅改修費) 
  ２件   ２件   ２件   ２件   ２件   ２件 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度までの利用実績をもとに設定します。 

 確保の方策は給付にあたって、必要性や価格、家庭環境等をよく調査し、真に必要な者に適正な

用具を、より低廉な価格で購入し給付に努めます。 

 排泄管理支援用具においては、継続的な給付が必要なことから、年間の需要量を把握し、計画的

な給付に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

□手話奉仕員養成研修事業 

サービス名 内容 

手話奉仕員養成研修

事業 

意思疎通を図ることに支障がある障害者等の自立した日常生活又は社会

生活を営むことができるよう、手話で日常会話を行うのに必要な手話の

技術を習得した者を養成します。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

手話奉仕員養成研

修事業 
未実施 未実施  ５人  ５人  ５人  ５人 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度までの利用実績をもとに見込み量を設定します。 

確保の方策は県等が行う研修事業の周知を行います。 

 本庄市、上里町、美里町、神川町の１市３町での共同開催をし、本庄市社会福祉協議会への共同

委託とします。そして多くの人に感心を持って参加していただけるよう、広報誌等を利用して周知

に努め、より参加しやすいように開催日・会場等を工夫します。修了者には，奉仕員としての登録

を行い、地域での活動を啓発します。 

 

 

□移動支援事業 

サービス名 内容 

移動支援事業 
屋外での移動に困難がある障害のある人に対し､地域での自立生活及び

社会参加を促すことを目的に、外出のための支援を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み）（人数は実利用者数） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

移動支援事業 
５人 

３０４時間 

６人 

２４２時間

５人 

４５６時間

６人 

５４０時間

 ６人 

５４０時間 

 ６人 

５４０時間

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度までの利用実績をもとに見込み量を設定します。 

 確保の方策は専門的な技術を持つ登録事業者に補助金の交付をすることにより、適切なサービス

の提供を支援します。 

 



□地域活動支援センター事業 

サービス名 内容 

地域活動支援センタ

ー事業 

利用者を通わせ、創作的活動、生産活動の機会の提供、社会との交流の

促進等を図るとともに、日常生活に必要な便宜を供与します。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み）（人数は実利用者数） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

地域活動支援セン

ター事業 

（みさと、ポノポノ） 

２箇所 

９人 

 ２箇所 

 ９人 

 ２箇所 

 ９人 

 ２箇所 

１０人 

２箇所 

１０人 

 ２箇所 

 １０人 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度までの利用実績をもとに見込み量を設定します。 

 確保の方策は本庄市、上里町、美里町、神川町の１市３町での共同事業として委託を行います。

またニーズに応じて、既存の事業所の拡充も含め、利用者の増員を検討していきます。 

 

 

□訪問入浴サービス事業 

サービス名 内容 

訪問入浴サービス事

業 

重度の身体障害者により自宅以外での入浴が困難な人の自宅に、事業者

を派遣して入浴サービスの提供を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

訪問入浴サービス

事業 
６２回/年 ６７回/年 ３回/年 ９６回/年 ９６回/年 ９６回/年

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度までの利用実績をもとに見込み量を設定します。 

 確保の方策は専門的な技術を持つ事業所に委託することにより適切なサービスを提供します。 

 

 

 

 



□日中一時支援事業 

サービス名 内容 

日中一時支援事業 
介護者の疾病等のため一時的に介護ができない場合に、施設等で日帰りの

預かりを行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み）（人数は実利用者数） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

日中一時支援事業 １２人/年 １７人/年 １１人/年 １８人/年 １８人/年 １８人/年

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度までの利用実績をもとに見込み量を設定します。 

 確保の方策はサービス提供量と近くでのサービス事業所の選択を増やし、利用者の便宜を図るた

めの事業所の新規登録を支援します。 

 登録事業所に、サービスの利用に応じて補助金を交付することで事業の支援を行います。 

 

 

□生活サポート事業 

サービス名 内容 

生活サポート事業 

障害者（児）に指導員が付き添う外出援助、生活サポートセンターでの

一時預かり、指導員による自宅保護等のサービスを提供して在宅生活の

支援を行います。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み）（人数は実利用者数） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

生活サポート事業 １６人/年 １６人/年 １６人/年 １８人/年 １９人/年 ２０人/年

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度までの利用実績をもとに見込み量を設定します。 

 確保の方策は登録事業者に補助金を交付することで、事業の推進を図ります。「上里町障害児（者）

生活サポート事業Q＆A」に則り、利用の適正化を図り、真に必要な利用者へのサービスの提供を確

保します。生活サポートで提供するサービスである、外出援助・一時預かり・自宅保護等のサービ

スを、一体的に柔軟に対応できるように事業所に指導を行います。 

 

 

 



□巡回支援専門員整備事業 

サービス名 内容 

巡回支援専門員整備

事業 

発達障害等に関する知識を持った専門員が保育所等で巡回支援を実施し、

発達障害児の早期発見を行うとともに、保護者や職員に対し、子供にあっ

た支援の方法の助言を行います。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

巡回支援専門員整

備事業 
未実施 未実施 未実施 １５回 ２１回 ２４回 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から平成２６年度までは県事業で実施していました。平成２７年度からは地域生活

支援事業で実施します。 

 確保の方策はより多くの子供の支援が行えるよう、巡回支援の充実をしていきます。 

 

 

□就業・就労支援事業 

サービス名 内容 

就労支援センター事

業 

障害者が安心して働けるように、地域での就労や就労に伴う生活の支援

を行います。 

職親委託制度事業 
職親として登録されている民間事業者に、知的障害のある人に対する生

活指導や技能習得訓練等の委託をします。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

就労支援センター事

業（相談延べ人数） 
６８３人 ４３３人 ７００人 ８００人 ８００人 ８００人 

職親委託制度事業 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から平成２６年度までの利用実績をもとに設定します。 

 確保の方策は障害者就労支援センターを本庄市、上里町、美里町、神川町の１市３町の共同で委

託し、障害福祉センターで事業を実施します。また、障害者就業・生活支援センターこだまも活用

し、ハローワーク、各就労支援施設等との連携や、自立支援協議会での地域のあり方、ネットワー

ク作り等の推進を図ります。 

 



□社会参加支援事業 

サービス名 内容 

スポーツ・文化等活動

事業 

障害のある人の自立や社会参加を促進するため、スポーツ等に参加し相

互の理解と親睦を深めるとともに、町民等との交流を図ります。 

自動車改造費補助事

業 

障害者自らが所有、運転する自動車のブレーキ、アクセル等を改造する

場合に費用を助成します。 

自動車運転免許取得

費補助事業 

自動車運転免許の取得により、障害者の社会参加の促進が見込まれる場

合、免許取得費用を助成します。 

自動車等燃料費助成

事業 

障害者又は同居の家族所有の個人名義の自家用車やオートバイに使用す

る燃料購入費の一部を助成します 

福祉タクシー利用料

金助成事業 
重度の障害者に、基本料金額相当を助成します。 

■これまでの実績・推計見込量（平成２６年度は実績見込み） 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

スポーツ・文化等活

動事業 

（人数は延べ利用者数） 

76人/年 ５５人/年 ７０人/年 ８０人/年 ８０人/年 ８０年/年

自動車改造費補助

事業 
１件/年 ２件/年 １件/年 ２件/年 ２件/年 ２件/年 

自動車運転免許取

得費補助事業 
１件/年 ０件/年 １件/年 １件/年 １件/年 １件/年 

自動車等燃料費助

成事業 

（人数は実利用者数） 

121人/年 108人/年 120人/年 130人/年 130人/年 130人/年 

福祉タクシー利用

料金助成事業 

（人数は実利用者数） 

９３人/年 ８８人/年 ９６人/年 100人/年 100人/年 100人/年 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から平成２６年度までの利用実績をもとに設定します。 

 確保の方策は障害のある人の自立や社会参加を促進するために、様々な環境整備、各種支援など

を行うことが必要なため、地域の障害のある人のニーズを把握し、効果的な実施方法を検討してい

きます。 

 



４ 障害児支援事業に関する各事業の見込量 

（１）障害児通所支援事業 

□児童発達支援 

サービス名 内容 

児童発達支援・医療型

児童発達支援 

障害児等に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適用

訓練等を行います。医療型児童発達支援では、併せて治療も行います。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 ６人  ４人  ４人 ５人  ５人  ６人 

延べ利用者日数 １８人日 ２４人日 ４０人日 ５０人日 ５０人日 ６０人日 

【見込量・確保の方策】 

 児童発達支援は、現に利用している障害児の数、障害児のニーズ等を考慮し、平均的な１人あた

り利用量を勘案して、利用児童数及び量の見込みを設定します。ただし、「医療型児童発達支援」

については、事業所数が少ないこともあり、「児童発達支援」に要素を含めるものとします。 

※ 延べ利用日数（人日）＝利用者数×１０日 

 確保の方策は民間事業者によるサービスの確保、利用の仕方や制度の周知を図ります。 

 

 

□放課後等デイサービス 

サービス名 内容 

放課後等デイサービス
生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流促進その他必要な支援

を行います。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 ８人  ７人  １４人 １６人  １８人  ２０人 

延べ利用者日数 ２４人日 ４５人日 １５７人日 ２４０人日 ２７０人日 ３００人日

【見込量・確保の方策】 

 放課後等デイサービスについては、事業所の立上げ等を考慮して見込み数を設定します。 

※ 延べ利用日数（人日）＝利用者数×１５日 

 確保の方策は民間事業者によるサービスの確保、利用の仕方や制度の周知を図ります。 



□保育所等訪問支援 

サービス名 内容 

保育所等訪問支援 
障害児以外の児童との集団生活へ適応するため、専門的な支援その他必

要な支援を行う。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

保育所等訪問支援 未実施 未実施 未実施 検討 検討 実施 

【見込量・確保の方策】 

 平成２４年度から２６年度は利用者がいませんでした。障害児のニーズ等を考慮し、見込み量を

設定します。 

 確保の方策は民間事業者によるサービスの確保、利用の仕方や制度の周知を図ります。 

 

 

（２）障害児相談支援事業 

□障害児相談支援 

サービス名 内容 

障害児相談支援 

障害福祉サービスや障害児通所支援を利用するため、児童の心身の状況

や環境、児童または保護者のサービス利用についての意向等に基づいた

障害児支援利用計画の作成とサービスの利用状況の評価及び計画の見直

し等を行う。 

■これまでの実績・推計見込量 

 
実  績     推計見込量 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

利用者数 ０人  ０人  １人 21人  23人  26人 

【見込量・確保の方策】 

 障害児相談支援は、障害児通所支援の利用児童数等を勘案して、全ての障害児に計画相談をでき

るように利用児童数の見込みを設定します。 

 確保の方策は民間事業者によるサービスの確保、利用の仕方や制度の周知を図ります。 



障害福祉計画の推進 

（１）障害福祉計画の推進体制 

 児玉郡市自立支援協議会（仮称）を核として、関連計画所管部門、児玉郡市内他

市町（本庄市、美里町、神川町）、サービス提供事業者、関係機関、各団体等との連

携のもと、障害福祉計画の具体化に向けた協議を行うなど、共同して障害福祉計画の

推進に努めます。 

 

（２）団体、事業者等を含めた広域的な連携 

 計画の総合的な推進に向け、保健・医療・福祉をはじめ、教育、就労、生活環境、

相談支援等関連する各分野での必要な協議を行うとともに、情報の共有を図ること

で、連携体制の強化を図ります。 

また、町内在住の障害のある人やその家族が利用する障害福祉サービスは町内だ

けではなく、近隣市町をはじめ、広範囲にわたっています。 

そのため、児玉郡市（本庄市、美里町、神川町）やその他障害福祉にかかわる行

政機関、関係団体等との連携を強化し、施設の広域的な活用や事業の共同推進、障

害福祉サービスの向上を図ります。 

 

（３）障害福祉サービスや障害福祉計画に関する情報の提供 

必要とする障害福祉サービスを誰もが適切に利用できるよう、サービスの内容や利

用手続き等の情報提供に努めるとともに、障害福祉計画の周知を図ります。 

また、障害者虐待の防止に向け、事業所等に対して啓発を行うなどの働きかけを行

います。 

 

（４）障害福祉事業者の質の確保と支援 

 市町村事業である地域支援事業の実施に当たっては、町に登録した事業者等がサ

ービス提供者となりますが、これらのサービス事業者に対して、埼玉県や児玉郡市

（本庄市、美里町、神川町）と連携を図り、質の確保に努めます。 

また、障害者等が継続的にサービスを利用できるよう、担い手である事業者の経営

基盤の安定化を図る必要があることから、行政としての支援のあり方について、さら

に検討を進めます。 

 

（５）障害福祉計画の点検及び評価 

 障害福祉計画は、ＰＤＣＡサイクルのプロセスに基づき、その実績を把握し、障

害者施策の動向を踏まえながら、障害福祉計画の達成状況を点検し、評価を行うとと

もに、意見等を求め必要な対策を講じることで、障害福祉計画を着実に推進します。 



 


